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長期経営ビジョン： 「ビジョン2015」

中国 アジア事業の金融関連分野の 中国・アジア事業の

強化・拡大

産業関連分野の

金融関連分野の

サービス高度化 2015年3月期業績予想
 売上高 ： 4,000億円

 営業利益 ： 530億円

 営業利益率 ： 13 3%

売上高
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生産革命・人材開発
産業関連分野の

拡大

 営業利益率 ： 13.3%

営業利益

400
3,000

成長力：7％成長できる力

収益力：営業利益率13％以上
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収益力 営業利益率 以上
力強い事業ポートフォリオ
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今期の重点施策

 コンサルティング

顧客基盤拡大、業務・海外コンサル、
IT部門構造改革等

 産業ITソリューション

顧客基盤の拡大
IT部門構造改革等

 金融ITソリューション  グローバル 金融ITソリュ ション

野村證券の国内システム刷新プロジェクト

 STAR事業の展開

 グロ バル

グローバル事業の強化・拡大

業界標準ビジネスプラットフォームの
事業拡大

保険分野の事業拡大

 IT基盤サービス

関 地 新デ タ タ 建設
保険分野の事業拡大

だいこう証券ビジネスとの連携強化
関西地区に新データセンター建設
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金融ITソリューション

野村證券の国内システム刷新プロジェクト

プロジェクト完遂に向けて着実に対応

 I STAR導入 周辺システム関連プロジェクトへの対応が進行中

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年～

 I-STAR導入、周辺システム関連プロジェクトへの対応が進行中

STARサービス提供STAR導入STAR導入

I-STAR導入
I-STAR導入 I STARサ ビス提供I-STAR導入 I-STARサービス提供

周辺システム
関連プロジェクト

への対応

既存システムの順次刷新

新データセンターへの移転

2016年3月
完了を目指す
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金融ITソリューション

金融ITビジネスの拡大

強みを持つ金融業向けＩＴソリューションのさらなる拡充

STAR事業
の展開

 トップマネジメント営業等による顧客との
関係構築・強化

 だいこう証券ビジネスとの連携強化の展開
利用社数： 63社※

だいこう証券 ジネ との連携強化
⇒ IT×BPOの高付加価値サービスを提供

業界標準
ビジネスプラット
フ ムの拡大

顧客基盤拡大
 STAR-IV
 Bestway/JJ

新規顧客獲得
 Value Direct
 SmartBridge

グローバル
 I-STAR/GV

フォームの拡大
y

 I-STAR/LC
g

Advance

保険分野の
事業拡大

 顧客ニーズを的確にサポートし、事業拡大を図る

大型エンハンスメント案件
次期システム対応

システム老朽化対応
システム再構築におけるPMO
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事業拡大 次期システム対応
ホスト統合対応

システム再構築におけるPMO

※利用社数は2014年3月末時点



金融ITソリューション

だいこう証券ビジネスとの連携強化

NRIのITサービスとだいこう証券ビジネスのBPOサービスのシナジーを
さらに高め 高付加価値の証券業向けソリューションを提供するさらに高め、高付加価値の証券業向けソリュ ションを提供する

ITサ ビス BPOサ ビス

サービス拡充
付加価値アップ

ITサービス BPOサービス

NRI既存顧客 NRINRI既存顧客

だいこう証券ビジネス

NRI
IT事業

だいこう証券ビジネス
BPO事業だいこう証券ビジネス

既存顧客

BPO事業

新規顧客
•中堅／中小証券会
•ネット系証券会社

新規顧客の開拓
• だいこう証券ビジネスを経由した、ターゲット顧客への

アプローチ、提案活動
顧客数
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•地方銀行系証券会社 • 高付加価値サービス（IT×BPO）の提供顧客数
の拡大
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産業ITソリューション

顧客基盤の拡大

既存顧客の深耕、新規顧客の開拓により事業規模を拡大する

３大顧客の深耕  さらなる関係強化・顧客深耕による取引規模の拡大

追加７社の
大型顧客化

 IT部門構造改革支援などによる案件の獲得

丸紅との連携による、新ビジネスの創出と拡大

 丸紅グループ向けのIT基盤及び
業務システムの強化

NRI丸紅グループ

20%
出資

80%
出資

 丸紅グループ外の顧客向けに
新技術を活用したソリューション
の提供

丸紅ITソリューションズ

資本金 4億1,000万円

従業員数 約250名
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従業員数 約250名



グローバル

グローバル事業の強化・拡大

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ事業：東京と海外拠点が連携し、戦略的に案件を受注

 ITｻ ﾋﾞｽ事業：日系企業の海外進出支援 海外現地法人へのｼｽﾃﾑ提供 ITｻｰﾋ ｽ事業：日系企業の海外進出支援、海外現地法人へのｼｽﾃﾑ提供

北米

中国

セブン＆アイ関連の海外展開をサポート 北米

北米拠点の再編成

セブン＆アイ関連の海外展開をサポート

セブン＆アイ関連の海外展開をサポート

中国(北京、天津、成都、等)

 BPO事業の強化（NRI大連）

三菱商事との合弁事業(iVision社)

東京

 コンサルティング事業に
おける、海外拠点との

APAC

 APAC拠点の再編成

グローバルSCMソリューションの提供
約68社 129拠点(16カ国)へ導入※

連携強化
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約68社、129拠点(16カ国)へ導入※

金融システムの開発力強化（NRI FT India）

※利用社数は2014年3月末時点



IT基盤サービス

関西地区に新データセンター建設

関西地区に新たにデータセンターを建設

TIS社と協業し 関西地区におけるデ タセンタ 需要の拡大に対応

＜関西地区＞

TIS社と協業し、関西地区におけるデータセンター需要の拡大に対応

大阪データセンター新データセンター

Tier 4レベルの仕様
【データセンター施設概要】

所在地 ： 大阪／北摂地域
開業時期 ： 2016年夏頃

金融機関向けの安全対策基準＊に
準拠したセキュリティと統制サービス
＊FISCガイドライン

開業時期 ： 2016年夏頃
延床面積 ： 約15,000m2

建物概要 ： 免震構造、データセンター専用施設
設備概要 ： FISC準拠、Tier 4レベルに対応可能

＜関東地区＞

東京第一データセンター 横浜第一データセンター 日吉データセンター横浜第二データセンター
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設備投資・減価償却費

設備投資は340億円を見込む

設備投資額 推移設備投資額の推移

（億円）

無形固定資産への投資有形固定資産

無形固定資産

600

800
700

無形固定資産への投資

金融制度変更対応のための
共同利用型サービスへの投資、など

有形固定資産

野村HDおよび野村證券の
システムサービス化に伴う増加

約400億円

577400

600

299
364

290 310

411
338

有形固定資産への投資

・・・約400億円

340

174 188
123 137 106

197 148 112 120

124
175

152
101

213
161 226 220200

290
207

有形固定資産への投資

金融クラウド構築
データセンター関連設備の更新、など

123 137 106 148 112 120
0

07.3 08.3 09.3 10.3 11.3 12.3 13.3 14.3 15.3(e)

減価償却費 270

（年度）
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（億円）

減価償却費 197 165 207 309 306 308 424 341 270



• 本資料は、2014年3月期決算の業績および今後の経営戦略に関する情報の提供を目的としたものであり、当社が発行する有価証券の投資勧誘を
目的としたものではなく、また何らかの保証・約束をするものではありません。

本資料に掲載されております事項は、資料作成時点における当社の見解であり、その情報の正確性および完全性を保証または約束するものでは
なく また今後 予告無しに変更される とがありますなく、また今後、予告無しに変更されることがあります。

• 本資料のいかなる部分も一切の権利は野村総合研究所に帰属しており、電子的または機械的な方法を問わず、いかなる目的であれ、無断で複製
または転送等を行わないようお願いいたします。

• 業績予想に関する参考値は当社の現状及び見通しをご理解いただくために目安となる値を表示したものです。なお、新たな情報や何らかの現象が
生じた場合において、当社が業績見通し等を常に見直すとは限りません。
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